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1. ガスのCNに向けた取組

2. ガスのCNに向けた取組の加速化に向けた施策
a. 規制的手法

b. 自主的取組

c. 経済的手法
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（参考）第33回基本政策分科会（令和2年11月17日） 資料より抜粋

 2020年10月に菅総理が宣言した「2050年カーボンニュートラル」の実現に向けては、温室効果ガスの排出
量の太宗を占めるエネルギー部門の取組が重要であり、カーボンニュートラル（以下「CN」という。）なガス体エ
ネルギーの供給を実現していく必要がある。

2050年カーボンニュートラル
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 具体的な課題や取組を検討するにあたって、2050年CN実現に向けたシナリオを描くことは重要。ただし、将
来における不確実性を踏まえながら柔軟な対応を可能とする戦略を検討することが必要。

 日本ガス協会では、合成メタンをはじめ、水素（直接利用）やCCUS、その他の脱炭素化手段を活用し、
CN実現を目指している。

脱炭素化の手段 2050年※

ガ
ス
自
体
の

脱
炭
素
化

水素（直接利用） 5％

カーボンニュートラルメタン 90％

バイオガス

5％

脱
炭
素
化
に
資
す
る

手
立
て

天然ガス＋CCUS

カーボンニュートラルLNG

海外貢献

DACCS

植林
※上記数値はイノベーションが順調に進んだ場合の到達点の一例を示すもの
水素やCO₂等は政策等と連動し、経済的・物理的にアクセス可能であるという前提

2050年ガスのカーボンニュートラル実現に向けた姿（日本ガス協会）

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料

2050年ガスのCN達成に向けた手段
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 昨今の環境意識の高まりを踏まえると、今後、電力のRE100などと同様にCN化したガスへのニーズも高まって
いくことが想定される。

 日本ガス協会は、2030年に向けて、メタネーションに関する技術課題の解決、国内での実証に重点的に取り
組んでいくことに加え、脱炭素化に資する手立てを駆使し、ガスのCN化率5％以上を実現することを発表して
いる。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料

その他、脱炭素化に資する手立てメタネーション（サバティエ）

・メタネーション設備の大容量化の課題解決、
安定的かつ低廉な水素調達等、大きな課題は
あるが、2030年にはメタネーションの実用化（都
市ガス導管への注入※）を図る。

※ カーボンニュートラルメタンは1％以上都市ガス導管に
注入し、「見極め」のクリア状況に応じて更なるアップサ
イドを目指す。

・既に運用を開始しているカーボンニュートラルLNG
の導入拡大やCCUSの技術開発等に取り組む。

＜ガス自体の脱炭素化の手段＞
・水素（直接利用）
・バイオガス

＜脱炭素化に資する手立て＞
・CCUS
・カーボンニュートラルLNG
・海外貢献
・DACCS
・植林

ガスのCN化に向けた2030年の対応
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 例えば以下のような場合など、CO2削減量のカウントにつ
いてはカーボンニュートラルに資する方向での留意・検討が
必要。

 海外においてCO2フリー水素とCO2を合成した合成メタンを国内で
利用した場合

 国内の火力発電所から排出されるCO2を用いて合成した合成メタ
ンを国内で利用した場合

メタネーションの意義 メタネーションの課題

 メタネーションは水素とCO2からメタンを合成する技術。
３Ｅの観点から大きな意義がある。

環境適合（Environment）
 カーボンリサイクルしたメタンを都市ガス等として供給する

ことにより脱炭素化を図る

経済効率（Economic Efficiency）
 既存インフラ・既存設備の活用による投資コストの抑制

安定供給（Energy Security）
 電力以外のエネルギー供給の確保
 高い強靱性を有する既存インフラ等を活用可能

現在開発・実証が進められているメタネーション(サバティエ反応)
に比べ、エネルギー変換効率が高く(約60％→約85％)、水と
CO2からメタンを合成する(水素への変換を必要としない)将来
技術(共電解)について基礎研究が進められている。

 以下の技術的課題について、実用化に向けた対応が必要。

 メタネーション設備の大型化

 反応時に発生する熱の有効利用

 耐久性の高い触媒開発

 更なるイノベーション

【出典】
平成30年２月19日
エネルギー情勢懇談会(第６回)

令和3年1月27日第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会資料2より抜粋・加工
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（参考）ガスのCN化実現手段（メタネーション）

 メタネーションにより合成されるメタン(合成メタン)は、都市ガス導管等の既存インフラ・既存設備を有効活用でき
る等、水素によるガス・熱の脱炭素化(カーボンニュートラルガス)の担い手として大きなポテンシャルを有する。

 実用化に向けたメタネーション設備の大型化や水素供給コストの低減等の課題への対応が必要。また、CO2
削減量のカウントについてはCNに資する方向での留意・検討が必要。



神戸ポートアイランドでの実証事業 東京オリンピック選手村街区への供給

 東京2020大会後の選手村街区予定地で、水素パ
イプラインを整備。

 各街区の住宅棟、商業棟に純水素燃料電池を設
置し、供給される水素により発電を行う予定 。

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会 資料6（川崎重工業株式会社説明資料）

出典：第2回2050年に向けたガス事業の在り方研究会 資料8（東京ガス株式会社説明資料）

 水素コージェネレーションシステムにより、世界で初め
て、市街地で水素のみの発電によって、電気と熱を
近隣の公共施設に供給（2018年4月～）。

※東京都「選手村地区エネルギー整備計画」より抜粋

＜水素パイプラインの敷設(予定)＞

＜東京2020大会後の選手村＞
※東京都「東京2020大会後の選手村におけるまちづくりの整備計画」より抜粋

令和3年1月27日
第36回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会
資料2より抜粋・加工（参考）ガスのCN化実現手段（水素の直接利用）

 一部の地域において、水素を利用した電気・熱の供給に向けた取組が進められている。

 将来的に、水素導管を整備した地域で水素供給を行うことなどを通じて、産業部門・民生部門の脱炭素化
に貢献することも考えられる。
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・需要家先で排出されるCO2を回収し、活用する技
術開発、サービス化を加速。
・需要家との共同実証を経て、2023年度のサービス
化を目指す。

溶解して
使う

濃縮して
使う

物質に
変換する

水処理等

炭酸塩等
鉱物化

溶接、飲料
等

排ガス
直接利用

分離・濃縮
利用

CO2

お客さま先の
ガス消費機器

需要家先でのCCUS

プロジェクト名 共同実施者

吸着式CO₂分離回収におけるLNG未
利用冷熱の活用

名古屋大学

未利用冷熱による燃焼ガス中CO₂の
回収技術の開発

名古屋大学

冷熱を利用した大気中二酸化炭素
直接回収の研究開発

名古屋大学

東京理科大学

CO2分離・回収技術の実証（NEDO実証）

・東邦ガスは、将来の脱炭素化に向け、CO2分離・回収技術が
キーテクノロジーとなり得るため、大学等が保有するシーズと、東邦
ガスが保有する冷熱利用等の技術知見を活用し、複数の
NEDO事業に参画している。

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料
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（参考）CCUSに関する技術開発

 カーボンリサイクルは、CO2を資源として捉え、燃料等へ利用することにより、大気中へのCO2排出を抑制し、
カーボンニュートラル社会の実現に重要な技術。

 東邦ガスは、CO2分離・回収技術の確立に向け、複数の事業を実施。

 東京ガスは、需要家先で都市ガス利用機器から排出されるCO2を回収し、資源として活用（コンクリート製品、

炭酸塩、炭酸飲料など）する技術開発を実施。2023年度のサービス化を目指している。



• 2021年3月9日、持続可能な社会の実現に向け、カーボ
ンニュートラルLNG(CNL)を調達・供給する東京ガスと購入
する各社が一丸となり、CNLの普及拡大とその利用価値向
上の実現を目的として設立。

• 参加企業：東京ガス株式会社

アサヒグループホールディングス株式会社

いすゞ自動車株式会社

オリンパス株式会社

堺化学工業株式会社

株式会社ダスキン

学校法人玉川学園

株式会社東芝

東邦チタニウム株式会社

株式会社ニュー・オータニ

丸の内熱供給株式会社

三井住友信託銀行株式会社

三菱地所株式会社

株式会社ヤクルト本社

株式会社ルミネ

ヤクルト本社中央研究所に供給する都市ガス
の全量をカーボンニュートラル都市ガスに切り替
え、約11,500tのCO2削減に貢献。なお、
東京ガスが飲料業界向けにカーボンニュートラ
ル都市ガスを供給するのは本件が初。（2021
年4月1日より供給開始）

（出典）東京ガスホームページ

丸の内ビルディングのSOFC、および大手町
パークビルディングのガスコジェネで使用する都
市ガスの全量に、カーボンニュートラル都市ガス
を使用。電力使用時のCO2排出量の大幅な
削減に貢献。(2020年3月より供給開始)

学園内で使用する都市ガスの全量をカーボン
ニュートラル都市ガスに切り替え、合計約
7,000tのCO2削減に貢献。（2021年2月
2日より供給開始）

（株）ヤクルト本社 中央研究所

学校法人玉川学園

丸の内ビルディング 大手町パークビルディング

カーボンニュートラルLNG導入例 カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンス
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（参考）クレジットでカーボンオフセットされたLNG（「カーボンニュートラルLNG」）

 東京ガスは、天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生する温室効果ガスをオフセットする新たな取組
として、「カーボンニュートラルLNG」（以下、「CNL」という。）を日本で初めて導入し、需要家に対して販売を

開始（大阪ガス、東邦ガス、北海道ガスも同様の取組を実施）。

 2021年3月、CNLの普及拡大とその利用価値向上の実現を目的とした民間団体（カーボンニュートラルLNGバ

イヤーズアライアンス）を設立。
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需要家のニーズ・評価上の課題

 CSRの一環で環境活動を実施する企業も増加しており、ガス会社へのヒアリング結果によれば、CNLを求める
需要家のニーズは高まりを見せている一方、法的位置づけが定まっていないこと、コストアップ等を理由に導入
を断念する社もいる。

 具体的には、「広報面で対外的なアピールや外部からの評価につながるのであれば前向きに検討したい」、「省
エネ法、温対法、国際的イニシアティブなどで評価されるのであれば考えたい」、「CO2排出量を削減したいニー
ズがあるが、コストアップが課題」との意見が寄せられている。

 なお、「CNL」は民間ベースのボランタリークレジットを用いてオフセットを行っている。

（参考）第14回石油・天然ガス小委員会（2021年2月19日） 資料3より抜粋



 ガスのCNに向けた取組を加速させるための施策
ガスのCN達成に向けては、事業者による自主的取組に加え、国が規制的手法、経済的手法（インセンティブ
の付与等）による施策を講じていくことも考えられる。需要家のニーズも踏まえつつ、ガスのCNに向けて国として
は、どのような視点から、どのようなスケジュールで、どのような施策を講じていくことが適当か。

 特に、脱炭素化の有力な手段の１つであるメタネーションの実用化を念頭においた場合、どのように検討を進め
ていくことが適当か。

ご議論いただきたいこと
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1. ガスのCNに向けた取組

2. ガスのCNに向けた取組の加速化に向けた施策
a. 自主的取組

b. 規制的手法

c. 経済的手法
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（参考）第1回世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年2月17日）資料1 事務局資料より抜粋
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 事業の特性に応じて、CN達成のための適切な手法は異なりうるが、ガスのCN達成に向けてはどのような手法
を選択的に組み合わせることが適当か。

 検討にあたっての視点や、それぞれの手法の具体的な内容として考えられる事項についてご議論をいただきたい。

適切な手段の検討
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 メタネーションの実用化のために適切な手段の検討にあたっては、３E（※）を主軸に据えつつ、脱炭素技術の
確立・社会実装に向けて必要となるイノベーションも考慮する必要があるのではないか。

（※）Energy security、Economic efficiency、Environment

 必要な政策措置は、時間軸を意識しつつ、タイムリーに講じていく必要があるが、検討にあたり他に必要となる
視点はあるか。

適切な手段の検討にあたっての視点（案）

• 国内外の関係者との連携を強化し、安定的なサプライチェーンを
構築

※メタネーションによるCNメタンの導入に向けては水素の安定調達が必要。

※価格競争力のある海外水素の調達先の多角化及び余剰再エネ等を活用した国内

水素製造基盤の構築が重要。

安定供給

経済効率性

環境適合

• 低コストなエネルギー供給を実現するための手法の検討

• 日本企業だけが過度な負担を負い、原料調達等の国際競争
上不利とならないか。

• 脱炭素技術の新規開発等には一定の費用を要するが、技術開
発費用の負担のあり方は公平か。公正な市場競争を阻害し
ないか。

• 供給側のみならず、需要側にも裨益するか。

• CN達成に向けた寄与度（効果）は十分か。

• どのような手段の組み合わせが効果的・効率的か。

政策目的 イノベーション 検討の方向性（時間軸を踏まえて必要な措置を講ずる）

大規模製造
ー国内外のサプライチェーン構築

コストダウン
ー天然ガスとの価格差の縮小

手段の拡大（革新的メタネーショ
ン等）
ー合成メタンのCN性の評価

※メタネーションを例とした場合



（参考）第25回水素・燃料電池戦略協議会（2021年3月22日）資料３より抜粋
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（参考）第14回資源・燃料分科会石油・天然ガス小委員会（2021年2月19日）資料３より抜粋

15



1. ガスのCNに向けた取組

2. ガスのCNに向けた取組の加速化に向けた施策
a. 自主的取組

b. 規制的手法

c. 経済的手法
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出典：日本ガス協会「カーボンニュートラルチャレンジ2050」より抜粋

■2050年ガスのカーボンニュートラル化に向けたシナリオ

温室効果ガス
排出量

0

 ガス業界は2020年11月に、「2050年のガスのカーボンニュートラル化」へ挑戦する旨を宣言し、脱炭素社
会の実現に向けた決意を表明（カーボンニュートラルチャレンジ2050）

 ①徹底した天然ガスシフト・天然ガスの高度利用、②ガス自体の脱炭素化、③CCUSや海外貢献等の取
組といった多様なアプローチを複合的に組み合わせ、脱炭素社会の実現を図ることとしている。

自主的取組① 日本ガス協会「カーボンニュートラルチャレンジ2050」
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1. 国内の事業活動から排出されるCO2の
2020年・2030年における削減目標

• 各業界団体から報告された実績や要因分析を踏まえて取組状況のレビュー
を行い、目標に対する進捗を確認し、次年度に向けた課題や目標見直しの
余地などを点検。

2. 低炭素製品・サービス等による他部門での
削減貢献

• 国内の事業活動でのCO2排出削減に加えて、製品やサービスの製造段階
だけでなく、使用や廃棄も含むバリューチェーン全体のCO2排出削減への貢
献を点検。

3. 途上国への技術移転など国際貢献の推進
• 国内の事業活動でのCO2排出削減に加えて、低炭素製品・サービスの国

際的な普及・展開、途上国への技術移転や国際的な連携活動などを点検。

4. 革新的技術の開発導入
• 2030年以降も見据えた中長期的なCO2排出削減を実現するために、大

規模なCO2排出削減を可能とする革新的な技術の開発・導入状況を点
検。

（１）策定の経緯

 経団連及び産業界は、1997年に自主行動計画を策定して以降、温暖化対策に向けた取組を継続して実施。
 2012年に自主行動計画が終了した後は、2013年以降の取組として低炭素社会実行計画をとりまとめ、日本の産業界のさらな

る挑戦を示し、毎年着実に推進。
 また、自主行動計画及び低炭素社会実行計画が確実に実施されるよう、審議会での評価・検証を実施。

※経産省HP・経産省発行「低炭素社会実行計画-産業界の地球温暖化対策-」より作成

（２）低炭素社会実行計画の4つの柱

自主的取組② 低炭素社会実行計画

 低炭素社会実行計画は、温室効果ガスの削減を目的とした産業界による自主的取組の計画であり、2020
年1月末時点で、経団連及び115業種（産業部門、運輸部門、業務部門、エネルギー転換部門）の団体
が策定している。（日本ガス協会も策定済。）
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（参考）第2回世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年3月1日）資料３より抜粋
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 ガス業界でも低炭素社会実行計画の4つの柱に基づいて具体的な計画を策定しており、都市ガス製造工程
を対象として2020年度・2030年度時点におけるCO2削減目標を設定。

 2019年度削減実績は、CO2原単位・エネルギー原単位ともに2020年度目標の達成水準にある。

出典：2020年度第1産業構造審議会 産業技術環境分科会 地球環境小委員会 資源・エネルギーWG 日本ガス協会説明資料を一部加工

目標 2019年度
実績

備考
項目 指標 2020年度 2030年度

CO2原単位
(g-CO2/m3)

数値 10.3 11.1 8.6
 目標値は2017年1月改訂
 2019年度実績は1990年度比でCO2

原単位・エネルギー原単位共に▲90%
で2020年度目標の達成水準

1990年度比 ▲89% ▲88% ▲90%

エネルギー原単位
(MJ/m3)

数値 0.25 0.27 0.21

1990年度比 ▲86% ▲84% ▲90%

Ⅰ．国内の企業活動における削減

Ⅱ．都市ガス使用段階における取組

○天然ガスの高度利用･高効率ガス機器の導入(コージェネレーション・燃料電池・高効率給湯器・ガス空調・天然ガス自動車など)
○石油･石炭から天然ガスへの燃料転換 ○スマートエネルギーネットワークによる再生可能エネルギーと天然ガスの融合

Ⅲ．国際貢献の推進

○都市ガス事業者の海外展開…LNG上流事業、LNG受入、パイプライン、発電事業、コージェネレーション等の導入
（エネルギーサービス含む）等

○ガス機器メーカーの海外展開…国・メーカー・ガス事業者が連携して開発した高効率ガス機器を海外で普及促進

Ⅳ．革新的な技術開発

○コージェネレーションおよび燃料電池の高効率化・低コスト化 ○スマートエネルギーネットワークの整備
○水素ステーションの低コスト化 ○LNGバンカリング供給手法の検討 ○メタネーション技術の開発

○都市ガス製造工程をバウンダリーとし、CO2原単位、エネルギー原単位の目標を設定。原料転換、LNG気化プロセスの効率化
により達成を目指す。

自主的取組② 低炭素社会実行計画（ガス業界の取組）
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自主的取組③ 経団連 チャレンジ・ゼロ

 「チャレンジ・ゼロ」（チャレンジ ネット・ゼロカーボン イノベーション）は、経団連が政府と連携し、「脱炭素社
会」の実現に向け、企業・団体がチャレンジするトランジション技術を含むイノベーションのアクションを国内外
に力強く発信し後押しする新たなイニシアティブとして2020年6月に開始。日本ガス協会や一部のガス事業者
も参加している。

 参加企業等は、経団連の「『チャレンジ・ゼロ』宣言」に賛同し、それぞれが挑戦するイノベーションの具体的な
取組を公表し、ESG投資の呼び込みや、イノベーション創出に向けた同業種・異業種・産学官の連携を図る。
（2020年12月現在で174社・団体が賛同し、369のイノベーション事例をHPで公表）

出典：「チャレンジ・ゼロ」ホームページの図を一部加工

■チャレンジ・ゼロを通じたESG投資の呼び込みや連携の促進（イメージ）
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自主的取組③ 経団連 チャレンジ・ゼロ（イノベーション事例）

 都市ガス業界では、メタネーションを用いた都市ガス原料の低炭素化・脱炭素化に取り組んでいる。

 また、水素利用を通じて複数部門におけるネットワーク・ゼロカーボンの実現に貢献していく。

水素サプライチェーン構築に向けた
水素ステーション整備・運用および水素利用技術の開発（東邦ガス）

■イノベーション事例（※一部抜粋、他にも多数のイノベーション事例がHPに記載されている。）

22

メタネーションを用いた都市ガス原料の低炭素化・脱炭素化の取組
（日本ガス協会）

• メタネーション技術は二酸化炭素等を元にして都市ガスの主原料であるメタンを

生成するカーボンリサイクル技術であり、都市ガス自体の脱炭素化に加えて、

既存の都市ガスインフラや需要家側設備を活用し、社会コストを抑制しながら

脱炭素化する技術として期待されている。

• ガス業界としては、既往技術であるサバティエ反応によるメタネーションと

革新技術である共電解(SOEC)を用いたメタネーションに取り組んでいる。

出典：「チャレンジ・ゼロ」ホームページの図を一部加工・最新版に更新

• モビリティ分野における低炭素化に向け、

水素ステーションの整備・運用を進めると共に、

水素サプライチェーン構築を見据え、産業分野に

おける水素燃焼技術の開発に取り組み、水素利用を

通じて、複数部門におけるネット・ゼロカーボンの実現に

貢献していく。
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（参考）自主的取組④ 各ガス事業者の自主的取組

 各ガス事業者も自主的取組を掲げ、ガスのCN化に向けて取り組んでいる。

出典：東京ガス「東京ガスグループ 経営ビジョン Compass2030」 出典：大阪ガス「Daigasガスグループ カーボンニュートラルビジョン」

■東京ガス「東京ガスグループ 経営ビジョン Compass2030」 ■大阪ガス「Daigasガスグループ カーボンニュートラルビジョン」
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1. ガスのCNに向けた取組

2. ガスのCNに向けた取組の加速化に向けた施策
a. 自主的取組

b. 規制的手法

c. 経済的手法
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 規制的手法の特徴としては、法令等の根拠に基づき、一定の強制力・拘束力をもって目標達成を義務づけ、
事業者の義務履行を担保し、必要に応じて取組状況の報告を求めることができる点等にある。

 規制対象としては、需要側、供給側、需要側・供給側双方の３者が考えられる。

規制的手法の意義
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 需要側のCN達成に向けては、徹底した省エネと、非化石エネルギーの導入拡大が重要。

 省エネ法では、エネルギー消費効率の年１％以上改善等の取組を、国の指導権限により担保している。

規制的手法① 需要側での取組：省エネ

（参考）第40回基本政策分科会（2021年4月13日）資料２ 事務局資料より抜粋
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（参考）第40回基本政策分科会（2021年4月13日）資料２ 事務局資料より抜粋
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エ
ネ
ル
ギ
ー
使
用
者
へ
の
直
接
規
制

使
用
者
へ
の

間
接
規
制

工場・事業場 運輸

工場等の設置者

・事業者の努力義務

貨物/旅客輸送事業者

・事業者の努力義務

荷主（自らの貨物を輸送事業者に
輸送させる者）

・事業者の努力義務

努力義務の対象者

特定貨物／旅客輸送事業者
（保有車両トラック200台以上等）

・計画の提出義務

・エネルギー使用状況等の

定期報告義務

特定荷主
（年間輸送量3,000万ﾄﾝｷﾛ以上）

・計画の提出義務

・委託輸送に係るエネルギー

使用状況等の定期報告義務

報告義務等対象者

一般消費者への情報提供特定エネルギー消費機器等（トップランナー制度）

※建築物に関する規定は、平成29年度より建築物省エネ法に移行

製造事業者等（生産量等が一定以上）

・自動車や家電製品等32品目のエネルギー消費効率の
目標を設定し、製造事業者等に達成を求める

特定事業者
（エネルギー使用量1,500kl/年以上）

・エネルギー管理者等の選任義務

・中長期計画の提出義務

・エネルギー使用状況等の定期報告義務

家電等の小売事業者やエネルギー小売事業者

・消費者への情報提供（努力義務）

28

（参考）エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）の概要

 省エネ法では、工場等の設置者、輸送事業者・荷主に対し、省エネ取組を実施する際の目安となるべき判断
基準（設備管理の基準やエネルギー消費効率改善の目標（年１％）等）を示すとともに、一定規模以上の
事業者にはエネルギーの使用状況等を報告させ、取組が不十分な場合には指導・助言や合理化計画の作成
指示等を行う。

 特定エネルギー消費機器等（自動車・家電製品等）の製造事業者等注）に対し、機器のエネルギー消費効率
の目標を示して達成を求めるとともに、効率向上が不十分な場合には勧告等を行う。注）生産量等が一定以上の者



＜定期報告書記載内容＞

省エネ措置の取組状況

 エネルギー消費原単位の推移

ベンチマーク指標の状況（対象業種のみ）

○省エネ措置：

 事業者全体としての省エネ措置

・管理体制の整備
・責任者の配置
・省エネ目標等に関する取組方針の策定 等

 各工場等における省エネ措置

以下の事項等について、管理標準を設定・実施

・運転管理（運転時間、設定温度等）
・温度、湿度等の定期的な計測・記録
・設備の定期的な保守・点検

○ベンチマーク指標：

現在の設定業種：鉄鋼、電力、セメント、製紙、
石油精製、化学 等

目指すべき水準：各業界で最も優れた事業者の
（１～２割）が満たす水準

○努力目標 ： 年平均１％以上改善

事
業
者

定期報告書
の提出

経
済
産
業
省

合
理
化
計
画
の

作
成
・
提
出
指
示

指
導

立
入
検
査

報
告
徴
収

報告内容の
評価

取組が著しく
不十分な場合

指示に従わ
ない場合

公
表
、
命
令

（参考）工場・事業場規制の概要

 年度のエネルギー使用量が1,500kl以上の事業者は、エネルギーの使用状況等を定期報告しなければならな
い。この報告に基づき、国は取組状況を評価。

 評価基準のひとつは、エネルギー消費原単位の年平均１％以上改善。工場等判断基準（経産大臣告示）
を勘案して取組が著しく不十分であれば、国による指導や立入検査、合理化計画作成指示、公表、命令、罰
金が課される。
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30出典：2015年11月18日 第2回電力基本政策小委員会資料６エネルギー供給構造高度化法について

 現行のエネルギー供給構造高度化法では、エネルギーの安定供給・環境負荷の低減といった観点から、電気
事業者に対して、非化石エネルギーの源の利用の促進を義務づけている。

 具体的には、年間販売電力量が５億kw以上の小売電気事業者に対して、エネルギーミックスを踏まえ、自ら
供給する電気の非化石電源比率を2030年度に44％以上にすることを求めている。

規制的手法② 供給側での取組：エネルギー供給構造高度化法（電気）



＜利用目標＞
ガス事業者は、平成30年において、（一般ガス導管事業者
等の）供給区域内等で、効率的な経営の下においてその合理
的な利用を行うために必要な条件を満たすバイオガスの80％以
上を利用することを目標とする。

＜実施方法に関する事項＞

○ガス事業者は、バイオガスの発生源及び発生量等の調査を
定期的に行う。

○ガス事業者は、上記の調査結果を踏まえ技術的評価並びに
経済性及び環境性を評価し、その利用可能性を検証する。

○ガス事業者は、バイオガスの調達に当たり、ガスの組成や受
入条件等の条件を定め、公表する。

○ガス事業者は、バイオガスを利用した可燃性天然ガス製品を
供給するための品質確保のため、計量・性状等に係る分析手
法の確立に取り組む。

都市ガス

【需要家】

【ガス導管網】都市ガス工場

(2)ガス導管
への注入

(1)都市ガス工場での
原料として利用

バイオガスの発生施設
（Ｅｘ．下水処理場、食品工場）

ボイラ
ガスエンジン

給湯・加温用蒸気

バイオガス

電力

精製

熱量調整

付臭

＜余剰分(自家使用以外）＞

都市ガス
混合による
燃焼安定化

バイオガス

都市ガス

(熱量調整・付臭）

（注１）「ガス事業者」とは、ガス事業法第２条第３項に規定するガス小売事業者又は同条第６項に規定する一般ガス導管事業者をいい、小売供給を行う事業を営む者に限る。
（注２）ガス事業者の受入条件に合致しないバイオガスや、発電事業などの他の用途に利用されるバイオガスについては、余剰バイオガスではないとの整理。

判断基準の概要

規制的手法② 供給側での取組：エネルギー供給構造高度化法（ガス）

 現行のエネルギー供給構造高度化法では、 エネルギーの安定供給・環境負荷の低減といった観点から、ガス事
業者（注１）は、平成30年（2018年）において、その供給区域内等で、効率的な経営の下においてその合
理的な利用を行うために必要な条件を満たすバイオガス（余剰バイオガス注２）の80％以上を利用すること
が目標とされている。

バイオガスの利用イメージ
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（参考）第25回ガスシステム改革小委員会（2015年11月10日）資料４より抜粋
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出典：環境省HP：温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度

規制的手法③ 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）

 温対法に基づき、温室効果ガスを一定量以上排出する者は、毎年温室効果ガスの排出量の算定・国への報
告が義務づけられており、国は報告されたデータを集計・公表。
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 メタネーションによる合成メタン等のCNガスを増熱せずに既存の
ガス導管に注入することが可能となる標準熱量制（40MJ/
㎥）へ移行することとしつつ、同時に、将来的に安定的かつ安
価にCNなガスの供給を可能とする技術の導入・拡大を可能と
すべく、2050年CNを実現するためのガス体エネルギーのポー
トフォリオの検討は継続的に行っていく必要がある。

 移行コストを抑えるため、移行期間を15～20年とすることとし、
現時点では2045年～2050年に標準熱量の引き下げを実
施することとして、事前の検証を行った上で2030年に移行す
る最適な熱量制度を確定する。

 CNを実現する最適な熱量制度への移行を着実に進めるため、
ガスの低炭素化効果（CN化率）等といったマイルストーンを
設定し移行までの進捗状況を確認していく。

 移行する最適な熱量制度についてはエネルギー政策全体にお
ける都市ガス事業の位置づけや今後の技術開発動向、家庭
用燃焼機器の対応状況等を踏まえ、必要に応じて2025年頃
に検証を行う。

熱量バンド制に関する検討の結論（ポイント）合成メタン混合量割合とCO2排出量削減率の関係

出典：第6回2050年に向けたガス事業の在り方研究会（令和3年2月24日）日本ガス協会説明資料

（参考）トランジション期の熱量制度とCNの実現のための熱量制度

 合成メタンの混合量割合増加に伴い、LPGを追加して増熱しなければ、現行45MJ/㎥の都市ガスの熱量は
低下していく。

 このため、2050年CNの実現に向けた最適な熱量制度について本ＷＧで検討を行い、現時点では移行期
間を15～20年として、2045～2050年に標準熱量を40MJ/㎥へ引き下げることが合理的であるとの結
論を得た。
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1. ガスのCNに向けた取組

2. ガスのCNに向けた取組の加速化に向けた施策
a. 自主的取組

b. 規制的手法

c. 経済的手法
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 経済的手法は、経済的インセンティブの付与を通じて合理的な行動へ誘導しようとするものであり、補助・税
（優遇/課税）・制度設計等多様な手段が存在している。

 脱炭素技術の確立状況を踏まえた、適切な時間軸を設定した対応が必要であり、企業行動の現実的な側
面を踏まえた検討が必要。

経済的手法の意義（総論）

（参考）第1回世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年2月17日）資料1より抜粋・加工
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 2050年CNへの挑戦を、「経済と環境の好循環」につなげるための産業政策として、経産省と関係省庁が連
携して「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を策定。

経済的手法（各論） グリーン成長戦略
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（参考）第9回成長戦略会議（2021年4月12日）資料3-1より抜粋



 エネルギー・産業部門の構造転換や、大胆な投資によるイノベーションといった取組を大幅に加速させるため、
官民で野心的かつ具体的な目標を共有した上で、これに経営課題として取り組む企業等に対して、10年間、
研究開発・実証から社会実装までを継続して支援するべく、グリーンイノベーション基金事業としてNEDO
（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）に２兆円の基金が造成されている。

経済的手法（各論） グリーンイノベーション基金事業
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 「クレジット」取引とは、CO2の削減に価値を付けて、市場ベースでやり取りをするもの。

 一部のガス事業者（東京ガス、大阪ガス、東邦ガス、北海道ガス）も、天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発
生する温室効果ガスをボランタリークレジットでオフセットしたCNLを導入する取組を進めている。

 CNLについて、将来の制度対応への活用が認められるのか、国単位での排出権にどのようにカウントされるのか、
品質がどのように確保されるのか等について、各種ルール形成の方向性等の扱いが現時点では不明確。

 CNLが熱分野の脱炭素化の手段の一つとして広く社会的に認知され、クレジット取引に関する健全な市場が
形成・拡大するためには、その環境価値に関する各種ルールの整備が必要であり、引き続き国内外の検討状
況を注視しつつ、政策的な評価手法を検討していくことが重要。

経済的手法（各論） クレジット取引
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（参考）第4回世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年4月22日）資料1より抜粋



（参考）第31回資源・燃料分科会（2021年3月2日）資料２より抜粋
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 2050年CN達成に向けたフェーズは以下のⅠ～Ⅲのとおり大別されるところ、脱炭素化技術の確立・社会実
装の状況を踏まえつつ、その段階ごとに政策措置を講じていくことが必要ではないか。

時間軸と技術確立・社会実装の段階を踏まえた経済的手法の考え方（イメージ）

41

2050年 ※導入目標90％

コストダウン
（天然ガスとの価格差の縮小）

に要する費用

経済的手法
（政策措置）

Ⅰ.研究開発・実証実験 Ⅱ.実用化・社会実装 Ⅲ.普及・拡大

現在 2030年 ※導入目標１％

大

経済的支援額 大

ポジティブインセンティブ
 需要創出・導入支援（ガス版FIT？

託送料金原価算入？）

ネガティブインセンティブ
 炭素税？
 排出量取引？

早期の技術確立支援
 政策的な位置づけや方向性の

明確化
 研究開発・設備投資支援

小

小

CNへの移行期では、クレジット取引により天然ガスのCO２をオフセットする動きが加速化すると考えられる。

※メタネーションを例とした場合
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（参考）第2回世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会（2021年3月1日）資料５ 電気事業
連合会説明資料より抜粋



 以上のとおり、ガスのCN達成に向けた手段・需要家ニーズを紹介した上で、ガスのCNの加速化に向けた業界
の自主的取組や考えられる政策的手法について整理を行った。

 サプライチェーン全体における脱炭素化の要請や、CSRの一環としての環境活動の実施に伴い、需要家のCN
ガスへのニーズは高まりを見せている。

 また、業界大で、あるいは個社ごとに自主的取組を実施していることについても確認を行った。

 安定供給・経済効率性・環境適合という３つの視点を主軸に据えつつ、技術の確立・社会実装の状況、時
間軸を踏まえつつ、必要な施策を適切に組み合わせて講じていくことが必要と考えられるが、ガスのCNに向けた
施策の検討にあたり他に重視すべき視点・考慮要素はあるか。

 現時点において、2050年のガスの脱炭素化の有力な手段の１つはメタネーションである。 2050年CNを実現
するためのガス体エネルギーのポートフォリオの検討は継続的に行っていく必要があるが、まずはメタネーションにつ
いて政策的な位置づけの検討等を進めていき、時間軸を意識しつつ、今後適当なタイミングで必要な施策を
講ずることとしてはどうか。

まとめ
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